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人口WG

　新宿区の人口は大きな変化の途上にあります。端的な特徴としては、都市としての転出入

動向の流動性と、それに付随する未婚化と単身化の顕著な進行があるといえます。こうし

た状況に関して、人口 WG では、人口や世帯に関する基礎的なデータを整理するとともに、

今後の人口動向を分析する作業を進めています。

　第一回目となるこのレポートでは、国勢調査と人口動態統計が示す基礎的なデータを、主

に図表を用いて描写しています。1 では、ひろく新宿区の人口に関する一般的なデータを整

理しています。ここでは人口の推移や、自然増・社会増等の動態、人口構造などをあらわし

ています。2 では、世帯と家族に関する記述を行っています。3 では、新宿区における出生

動向に触れた後、少子化の要因といわれる、未婚化、非婚化ならびに晩婚化、晩産化につい

てレポートしています。

　人口一般や世帯に関する現状、未婚化等の状況を整理したこの第一回のレポートは、今後、

新宿区の人口を取り巻く様々な要素に着目しながらさらに分析を進めるための基礎となるも

のです。第二回目以降のレポートでは、近年増加傾向にある新宿区の人口について、転入者

や定住する人々の姿を様々な視点から明らかにするとともに、新宿区に特徴的な就業人口の

構造分析等についても整理をすることによって、今後の人口動向を分析していきます。
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新宿区の人口

新宿区の人口の推移

1
1

資料：国勢調査
注：1960 年以前の外国人数については、国勢調査では市区町村単位での集計がないため、1965 年以降についての記載のみとしています。

図表 1-1　人口の推移（新宿区）
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でした。現在の新宿区は、四谷区
と牛込区、そして淀橋区注 2 の統
合により 1947 年に誕生しました。
新宿の戦後の復興は力強いもので、
特に新宿駅周辺のヤミ市は都内最
大規模のものでした。1950 年の
人口は 246,373 人（対 1947 年比
で 60.1% の増加）へと回復し、そ
の後も高度経済成長に支えられ、
1965 年には新宿区の人口は最大
の 413,910 人に達しました。

　しかし 1965 年以降、新宿区の
人口は減少傾向が続き、1995 年
には 279,048 人にまで落ち込ん
でしまいました。こうして 30 年
ほど続いた人口減少は、その後
1997 年からは再び微増傾向に転
じ、直近の国勢調査（2005 年 10
月 1 日現在）では 305,716 人と
30 万人を上回り、その人口増傾
向は現在まで続いています。なお、
図表 1-1 における人口は国勢調査
における数値であり、住民登録人
口や外国人登録人口とは異なる
ものです。例えば 2005 年 10 月 1
日時点における日本人の住民登録
人口は 275,999 人で、国勢調査人
口における日本人人口の 289,259
人に比べると 13,260 人少なく、
また、同時点の外国人登録人口は
29,353 人で、国勢調査人口にお
ける外国人人口の 16,457 人より
12,896 人多くなっています。なお、
国勢調査における人口には外国人
が含まれる一方で、人口動態統計
における人口には外国人が含まれ
ないという違いがありますが、人
口 WG によるこのレポートでは、

必要がない場合は、そのことにつ
いて特にことわりなく記述をおこ
なっています。

　国勢調査が初めておこなわれた
1920 年には、まだ新宿区という
行政単位は存在せず、東京市にあ
る 15 区のうちの四谷区・牛込区
と、豊多摩郡淀橋町・大久保町・
戸塚町・落合村を合わせた人口は
290,398 人でした。その後の関東
大震災（1923 年）では、下町の
諸区に比べて焼失面積はわずかで
したが、人的被害は必ずしも小さ
いとはいえず、四谷区・牛込区・
豊多摩郡部（以下、これを「淀橋
地域」と呼ぶ）では死者・行方不
明者が 430 人、罹災者の合計は
87,384 人に達していました。震災
の翌年には山手線が環状線となっ
て交通の利便性が高まり、東京西
部の郊外に住む人々が集散する新
宿駅がターミナル駅として発展し
ていくことになります。こうした
発展を受けて、郊外にあたる淀橋
地域では人口が急増し、1925 年
には現在の新宿区にあたる地域の
人口は 339,360 人となりました注 1。

　その後も現在の新宿区にあたる
地域の人口は増加傾向が続き、人
口 は 1940 年 に 394,480 人 を 数
えましたが、戦争の影響で 1947
年の国勢調査（臨時調査）では
153,924 人へと大幅に減少し、そ
の減少率は61.0%にも達するもの

1920 年の新宿の人口は
290,398 人、
震災後に淀橋地域の
人口が急増

新宿区の人口は、
近年増加傾向

戦争の影響で人口は
153,924 人へ減少、
ピークは 1965 年の
413,910 人

注1 ： �大正9（1920）年から大正14（1925）年の間に、
四谷区の人口が70,217人から74,974人に、牛込区
の人口が126,282人から129,887人とそれぞれ微増
にとどまるのに対して、淀橋地域では93,899人から
134,499人へと約43%も増加しました。

注2 ： �昭和7（1932）年には、淀橋町・大久保町・戸塚
町・落合町が東京市に編入され、これら4町が淀橋
区として統合されていました。
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人口動態2

　人口の規模と構造は出生と死亡、
そして転出入によって決まります。
新宿区では、1951 年当時は 4,957
人の子どもが生まれ、その数は同
年に死亡した 1,779 人を 3,178 人
も上回るものでした。出生数は
1968 年の 6,875 人をピークに減
少を始めますが、しばらくは死亡
数を上回る推移が続いており、新

宿区の人口は自然増の状態であっ
たといえます。しかし、1991 年
からは出生数が死亡数をわずかな
がら下回る傾向が続いており、こ
の 20 年ほどは自然減の状態で推
移しています。

　一方で転出入の推移をみると、
1953 年から 1961 年までは転入者
数が転出者数を上回る社会増で

あったものが、その後は社会減に
転じ、1973 年に至っては 11,000
人を超える人口が転出入により減
少しています。しかし、1997 年
からは再び転入者数が微増傾向と
なり、転出者数を上回る傾向にあ
ります。この背景には、大規模開
発による新規分譲マンションの建
設に伴う転入増などがあると考え
られます。では、どの年齢層の人々
が転入してくるのかを次にみるこ
とにします。

自然増減：
1991 年以降、自然減が続く

社会増減：
1997 年以降、転入が転出を
上回る社会増が続く

図表 1-2　人口動態（新宿区）

資料：東京都「人口動態統計」



7

図表 1-3　出生数・死亡数と自然増減（新宿区）　　

図表 1-4　転入数・転出数と社会増減（新宿区）　　　　　　

資料：東京都「人口動態統計」

資料：新宿区「住民基本台帳」（『新宿区の統計』より編集）
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図表 1-5　年齢別の転出入傾向（新宿区）　
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資料：国勢調査　　注：不詳人口は含まれていません。

男 女

　年齢別の転出入傾向（例えば、
社会増減がどの年齢区分で起こっ
ているのか）を理解するために、

「コーホート変化率」を使うとい
う方法があります。コーホートと
は、同じ年（または同じ期間）に
生まれた人々の集団のことです。
図表 1-5 は、5 年間を一つのコー
ホートとして、各年齢時点からそ
の 5 年後にどの程度の人口数が変
化しているかをみるものです。な
お、左の目盛軸は変化率の増減を
倍率としてあらわしたものです。
具体的に例を挙げると、新宿区に
おいて 1955 年に 15 歳から 19 歳
だった人たちの人口は 39,127 人
でした。これらの人々は 5 年後
の 1960 年には 20 歳から 24 歳に
なりますが、その時には 68,405
人に増えていました。このことか
ら、変化率は 1.75 倍といえます
(68,405 ÷ 39,127 ≒ 1.75)。 こ う
した変化率を、5 年コーホートご

とに年齢区分別の値として算出し、
それらを比較することで、時代ご
と・年齢区分ごとの転出入傾向の
違いを明らかにすることができる
のです。基本的に、50 歳位まで
の変化率に関しては、数値が 1.0
を上回る場合は転入超過で、1.0
を下回る場合は転出超過と理解す
ることができますが、50 歳以上
の変化率が 1.0 を下回るのは、ほ
とんどが死亡によるものと考えて
構いません。

　10-14 歳と 15-19 歳の若者が、5
年後にそれぞれ 15-19 歳と 20-24
歳になるまでにかけての変化率を
みると、新宿区ではどの時代にお
いても 1.0 を超えています。この
ことから、新宿区においては 10
代後半から 20 代前半にかけての
年齢区分の若者が多く転入して
くる傾向があることがわかりま
す。各時代の傾向をもう少し詳し
くみると、1955-1960 年において

は、10-14 歳の集団が 15-19 歳に
なるまでの間に関する変化率は
1.88 と高い数値を示し、他の年
齢区分と比べた場合、この年齢区
分が転入のピークであったことが
わかります。その後、1960-1965
年 に は 1.59、1965-1970 年 に は
1.67、1970-1975 年には 1.62 とな
り、1.88 に比べると数値が下がっ
ており、転入超過傾向が若干鈍化
していることが読み取れます。し
かし、10-14 歳の集団が 15-19 歳
になるまでの年齢区分が転入の
ピークであったことには変わりあ
りません。一方、1975-1980 年以
降に関しては、転入のピークが 5
歳繰り上がり、15-19 歳→ 20-24
歳の年齢区分へと変化しているこ
とがわかります。さらにこの年齢
区分の変化率は、1975-1980 年か
ら 1990-1995 年にかけては 1.23
～ 1.53 の範囲で前後していまし
たが、1995-2000 年では 1.80 に
上 昇 し、2000-2005 年 で は 1.99
という際立った数値を示していま
す。男性だけを取り上げてこの変

「コーホート変化率」の
考え方

若者（10 代後半～ 20 代前半）
の転入
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化をみると動きはより一層顕著で、
10-14 歳から 15-19 歳の年齢区分
の変化率は 1955-1960 年で 2.04、
また、15-19 歳→ 20-24 歳の年齢
区分は、2000-2005 年で 2.01 と、
人口は 2 倍以上に増加していま
す。これらのことから、大きくわ
けて 2 つのことがわかります。
　1 つは、1950 年代後半から1975
年頃にかけて、中学を卒業したば
かりの若者が、高度経済成長を支
える主たる労働力として地方から
新宿区に大量に転入してきたとい
うことです。集団就職などでやっ
て来た彼らは、いわゆる「金の卵」
と呼ばれ、例えば、当時、区内一
の工業地域といわれた牛込地区の
印刷工場に住み込むなどして仕事
に従事したものと思われます。
　2 つめは、1990 年代以降の新
宿区には、高校を卒業した後に
大学・専門学校への進学や就職
に伴って、特に 10 代後半から 20
代前半の若者が多く転入するよう
になってきたということです。大
学進学率は高度経済成長期以降ほ
ぼ一貫して伸び続けており、特に
1990 年代に入ると IT 産業の進
展などから高度技術者の需要が高
まったことなどを受けてさらに伸
びています。このことは、区内に
大学や専門学校等を多くもつ新宿
区への転入増をもたらす、ひとつ
の誘因となっているものと思われ
ます。

　つぎに、20-24 歳と 25-29 歳の
若者が、5 年後にそれぞれ 25-29
歳と 30-34 歳になるまでにかけて

の変化率をみると、以下のことが
わかります。主に 1960-1965 年か
ら 1990-1995 年にかけてのそれぞ
れの年齢区分においては、変化率
はいずれも 1.0 を下回る 0.64 か
ら 0.84 の範囲で前後していまし
たが、1995 年以降は、1995-2000
年の 25-29 歳から 30-34 歳になる
までの間の 0.98 を除くと、どの
年齢区分でも 1.0 を上回る変化率
となっています。また、25-29 歳
から 30-34 歳にかけて 2000-2005
年の変化率は 1.0 であるほか、
30-34 歳から 35-39 歳にかけては
1995-2000 年と 2000-2005 年の変
化率ともに 1.02 で、35-39 歳から
40-44 歳にかけて 1995-2000 年の
変化率は 1.00、2000-2005 年の変
化率は 1.04 となっています。
　このことから、1960 年から
1995 年にかけては、20 代後半か
ら 30 代の若者は新宿から他の地
域へ転出する傾向にあったものの、
1995 年以降はわずかながら転入
傾向に転じたことがわかります。
図表 1-2 でみたように、新宿区の
人口は 1997 年に社会減から社会
増へ転じていますが、この頃から
新宿区に若者がとどまりはじめた
ことも、こうした人口動向に影響
を与えているのではないかと考え
られます。これは、新宿区にとっ
ては非常に大きな変化です。少し
見方を変えると、1995 年時点で
30-34 歳だった人々は 1960 代前
半に出生した人々ですが、この世
代（いわゆる「新人類」世代）は、
それ以前に出生した世代が《20
代後半～ 30 代に家族形成期を迎
えると新宿区から東京圏の郊外な
どへ新たな住まいを求めて大量に

転出する》というパターンをとっ
ていたのに対し、《20 代前半に転
入したのち、30 代後半になって
も新宿区にとどまる、あるいは転
入する》というパターンをとるよ
うに変化してきたといえます。
　こうした転換が起こった背景と
しては、近年の未婚化や晩婚化の
進行によって家族形成期が遅延し
ていることや、経済的負担の回避
やライフスタイルに関する意識の
変化から成人後も親元に暮らす若
者が増加したことなど、現代社会
に共通した要因があげられます。
新宿区に固有の背景としては、「3 
家族類型」（19 ～ 21 頁）でみる
ように、全国や東京都に比べると
20 代から 30 代の男女に単身者が
多いことがありますが、これら大
多数の若者にとって、雇用機会が
比較的豊富で文化・娯楽施設への
アクセスも容易な新宿は魅力的で、
転入や定住傾向を促進する大きな
動機になっていると考えられます。
また、近年の地価の下落を受けて
手ごろな価格帯のマンション等が
増えてきたという住環境の変化は、
交通の利便性とあいまってこの傾
向を強めているといえるでしょ
う。さらに、保育などをはじめと
するよりよい福祉サービスの展開
が、既に家族を形成しはじめた若
者たちを惹きつけていると考える
こともできるかもしれません。ま
た、若い世代が、地域社会で子育
ての初期に構築した良好な関係を
継続するために転出をともなう転
居を控えるといった行動パターン
をとり始めていることもひとつの
要因として考えることができるで
しょう。

20 代後半～ 30 代における
転出傾向の変化
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　人口ピラミッドは年齢別の人口
構造を端的に表現したもので、図
表 1-6 は 2005 年現在の新宿区の
人口構造を男女別にみたものです。
人口ピラミッドを詳細にみると、
過去の歴史的イベントを垣間見る
ことができます。例えば、1945-

1946 年に出生した人は 2005 年時
点では 59-60 歳となりますが、出
生した当時は終戦前後の混乱期で
あったことから人口は少なく、そ
の事実が男女ともピラミッド上に
不自然な谷となってあらわれて
います。一方で 1947-1949 年生
まれの団塊世代は 2005 年時点で
は 56-58 歳となりますが、この人

数の厚みはピラミッド上に明確に
出現しています。新宿区の場合は、
さらにその子世代である 1971-
1974 年生まれの団塊ジュニアが
作る山（31-34 歳）とともに、そ
れより若い年代の厚みも相当なも
のがあります。これは、上述した
ように若年層の転入によるもので
あると考えられます。

資料：国勢調査　　注：不詳人口は含まれていません。

図表 1-6　人口ピラミッド（新宿区  2005 年）
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　1955 年のピラミッドをみたと
きに一番目立つ膨らみは 20 代に
あり、さらにその下に大きな山が
あります。これは人口転換期世代
といわれる 1930 ～ 1940 年代生
まれと 1940 年代後半に出生した
団塊の世代（第一次ベビーブーム）
を示すものです。その後 1960 年
における大きな変化は、20 代の
人口が急増することで、特に男性
の若年層の増加が顕著です。続く
1965 年から 1970 年にかけても若
年層の人口は男女ともに増え、高
度経済成長期に労働者が新宿に集
中した様子が観察されます。
　第二次ベビーブームがほぼ終了
する 1975 年のピラミッドでは底
部にその盛り上がりを確認するこ
とができ、1980 年においてもそ
の山の持ち上がりが見受けられま
すが、その後はほぼ一貫した少子
化となり、1990 年には、40 ～ 44
歳、20 ～ 24 歳を中心とした二つ
の膨らみをもつひょうたん型に近
い形をみせています。
　1995 年には 45 ～ 49 歳へ移動
した膨らみはさらに 2000 年に 50
～ 54 歳へ持ち上がり、それまで
は 20 ～ 24 歳にあった山が 25 ～
29 歳へシフトしていることがわ
かります。2005 年になると、人
口のボリュームが一層上方にシフ
トしていることが確認でき、高齢
化の流れが顕著になっていること
を示しているといえるでしょう。

資料：国勢調査　　注：不詳人口は含まれていません。

図表 1-7　人口ピラミッドの推移（新宿区）
人口構造の変化
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　新宿区の人口総数が 2005 年現
在 305,716 人（外国人を含む）で
あることは既に述べましたが、こ
こでは年齢別人口の割合を全国や
東京都との比較でみることにしま
す。これによって、新宿区の人口
割合には大きな特徴が 2 つあるこ
とがわかります。
　1 つ目は、18 歳以下人口の割
合が、全国や東京に比べると相当
小さいことです。2005 年時点の

新宿区における 18 歳以下人口は
31,965 人で、新宿区の人口全体
に占める割合は 10.5% です。この
数値は、全国の 17.8% や東京都の
14.6% を大きく下回っています。
　2 つ目は、19 ～ 34 歳の人口割
合が大きいことです。新宿区では、
18 歳を境に人口が急増し、特に
18 歳から 19 歳にかけては顕著な
増加をみせています。最も人口割
合が高くなるのは 30 ～ 32 歳で、
図表 1-8 では、新宿区のこの年齢
区分をあらわす赤い線は、全国や
東京都の線よりも高い数値を示し
ていることがわかります。2005

年時点の新宿区における 19 ～ 34
歳人口は 90,826 人で、新宿区の
人口全体に占める割合は29.7%で
す。これは、全国の 21.0% や東京
都の24.8%を大きく上回っている
ものです。
　その後、新宿区における 30 代
後半以降の人口割合は低下傾向と
なり、全国や東京都とほぼ同程度
になります。新宿区の 35 歳以上
人口は 181,017 人で、人口全体に
占める割合は 59.2% です。これは、
全国の 60.9% や、東京都の 59.4%
とほぼ同じ割合であるといえます。

資料：国勢調査　　注：不詳人口は含まれていません。

新宿区の特徴は、
18 歳以下割合が少なく、
19 ～ 34 歳割合が多い

図表 1-8　比較でみる年齢別人口割合（全国・東京都・新宿区  2005 年）　
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　図表 1-9,10 をみると、1950 年
当時の年少人口割合は29.1%であ
る一方で、高齢人口割合は 3.0%
でした。少子高齢化が進行した
結果、1990 年の国勢調査時点で
両者の割合は逆転し、2005 年の
時点では、年少人口割合は 8.0%、
高齢人口割合は18.7%となってい
ます。
　なお、新宿区における両者の割
合の逆転の時期は、全国における

割合が 2000 年の国勢調査におい
て逆転したよりも 10 年早く、ま
た、東京都における割合が 1995
年において逆転したよりも 5 年早
い時期に起こっています。新宿区
においては、高齢人口割合は全国
や東京都とそれほど変わらないも
のの、年少人口割合が際立って低
いため、このことが逆転の時期を
早めたと考えられます。また、人
口割合が逆転した後をみると、全
国や東京都の年少人口割合と高齢
人口割合の各々の差の開きに比べ、
新宿区のそれらの割合の差の開き
の方が大きいことがわかります。

　高齢人口を 65 ～ 74 歳の高齢
者と 75 歳以上の高齢者に区分し
た場合、75 歳以上高齢者の伸び
は著しく、1950 年には 65 歳以上
の高齢人口に占める 75 歳以上高
齢者の割合は19.8%であったのに
対して、2005 年現在は、高齢人
口 56,746 人のうち、75 歳以上の
高齢者は 25,892 人で、高齢者人
口の実に45.6%に達していること
がわかります（図表 1-11）。

資料：国勢調査　　注：不詳人口は含まれていません。 資料：国勢調査　　注：不詳人口は含まれていません。

全国・東京都に比べ、
早い時期に年少人口割合と
高齢人口割合が逆転

進む「高齢者の高齢化」

図表 1-9　年齢 3 区分別人口と人口割合の推移（新宿区）

図表 1-10　比較でみる年齢 3 区分別人口の推移
　　　　（全国・東京都・新宿区）

図表 1-11　高齢人口の推移（新宿区）
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　図表 1-12 は、新宿区の人口を
5 歳階級ごとに区切ったときに、
各年齢階級の人々がどのように蓄
積されてきたのかを示すもので
す。つまり、その年における人口
の内訳を、同じ期間（5 年間）に
生まれた人をひとつのグループ（5
年コーホート）として色別の面積
によってあらわす図ともいえます。
これをみると、例えば高度経済成

長期の 1965 年には 1936-1940 年
から 1946-1950 年生まれにかけ
ての集団が厚い層をなしているこ
とがわかります。これらの世代は
当時 15 歳から 29 歳だった人た
ちで、新宿に若い労働力が集まっ
ていたことがこのグラフからも読
み取れます。また、このグラフの
底部から立ち上がったばかりの各
年齢層の厚みをみると、第二次ベ
ビーブームが終了する 1975 年ま
では比較的大きな厚みとなって
いますが、その厚みは 1975 年以

降に細くなり始め、1990-1995 年、
1995-2000 年に至っては随分と薄
いものになっていることがわかり
ます。2000-2005 年の人口に関し
ては微増しているのですが、それ
でも 1975 年以前に比べるとわず
かなものです。2005 年時点の状
況をみると、1976-1980 年生まれ
で 25-29 歳の人々が最も多く、次
いで 1971-1975 年生まれで 30-34
歳の人々が多く集積している様子
が観察できます。

人口の層を年代（5 歳階級）
別にみる

資料：国勢調査　　注：不詳人口は含まれていません。

図表 1-12　人口の年代別（５歳階級別）内訳（新宿区）
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　図表 2-1 は、1950 年から 2005
年までの国勢調査報告に基づいて、
人口と世帯数及び 1 世帯当たり
平均人員数をあらわしたものです。
ここで人口をみると、ピーク時
の 1965 年に 41 万人を越えるま
でに増加しましたが、その後しば
らく減少し、1995 年に 28 万人を
割り込んでから再び微増傾向とな
り 2005 年に至っていることがわ
かります。一方、世帯についてみ
ると、世帯数は年を追うごとにほ
ぼ一貫して増え続け、1950 年に
は約 5 万 8 千世帯であったのが、
50 年後の 2005 年にはおよそ 3 倍
の 17 万世帯にまで増加していま

す。しかし、1 世帯当たり平均人
員数については世帯数の増加と逆
に減少が続いており、一時は 4.3
人であった平均人員数は、2005
年にはその約 4 割の 1.75 人へと
減少していることがわかります。

　新宿区の 2005 年現在の総世帯
数は 173,560 世帯で、国勢調査
ではその世帯の 98.5% にあたる
170,957 世帯を「一般世帯」として、
また、886 世帯を「施設等の世帯」
として分類しています。なお、世
帯の種類がわからない 1,717 世帯
は「不詳」とされます。このレポー
トでは、世帯の大半を占める「一
般世帯」についてみていきます。
　なお、国勢調査ではこの「一般
世帯」は、1975 年までは「普通

世帯」という呼称によって集計さ
れていました。また、間借りや下
宿などの単身者や、会社の寄宿舎
や独身寮に住む単身者は、世帯
としての独立性が低いと考えら
れていたため、「普通世帯」とは
別の「準世帯」として分類・集
計されていました。しかしその
後、生計や居住環境の独立性が高
まった単身者の世帯は、1980 年
の家族類型に関するカテゴリー
変更に伴い、「一般世帯」の中に
含めて集計されることになりまし
た。1980 年の世帯数（一般世帯、
153,186）が 1975 年の世帯数（普
通世帯、136,191）に比べて、お
よそ 17,000 世帯増加しているの
はこのためでもあります。

世帯数の増加と
1 世帯当たり
平均人員数の減少

世帯の分類をみる

世帯と家族

世帯数

2
1

246,373
57,944

348,675
73,937

413,690
105,549

413,910
118,490

390,657
128,799

367,218
136,191

343,928
153,186

332,722
152,263

296,790
134,639

279,048
136,647

286,726
153,473

305,716
170,957

0 0.00

90,000 1.00

180,000 2.00

270,000 3.00

360,000 4.00

450,000 5.00

世帯数 1世帯あたり平均人員数

1950

4.06 
4.30 

3.48  

3.07 

2.72 
2.46 

2.20 2.14 2.13 1.98  1.84 1.75 

（年）

（人） （人）

人口

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

図表 2-1　人口と世帯数及び 1 世帯当たり平均人員数の推移（新宿区）

資料：国勢調査
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世帯人員数2

　図表 2-2 をみた際に目立つこと
は、単独世帯数と全体に占める割
合の増加です。戦後の復興・拡大
期の 1955 年当時、新宿区の世帯
総数が 73,937 世帯であった頃に、
単独世帯数は 3,481 世帯と、全体

のわずか 4.7% でした。しかし、年
を追う毎に 1 世帯当たり人員数は
劇的に変化していきます。1955 年
以降の好景気を経て 1960 年代に
高度経済成長は絶頂期を迎えます
が、図表 1-5 の「年齢別の転出入
傾向」によって既に確認したよう
に、この時期に地方から多くの若
い単身者たちが新宿区へやってき

ました。彼らが木造賃貸住宅など
で一人暮らしをはじめると、単独
世帯数は一気に 18,388 世帯に増
え、全体に占める割合は 17.4% と
なりました。その後も単独世帯は
割合としてはほぼ一貫して増え続
けて、1995 年には世帯総数の半
数以上を占めるようになり、2005
年に至っては 57.9% となりました。

若者の転入による
単独世帯数の増加

2005

0 30,000 60,000 90,000 120,000 150,000 180,000（人）

98,923 

2000 85,770 

1995 69,974 

1990 63,608 

1985 73,698 

37,518 17,991 12,625 3,900 

31,842 17,313 13,791 4,757 

28,456 16,750 15,319 6,148 

27,578 17,460 18,032 7,961 

28,621 19,097 20,100 10,747 

1980 72,991 27,162 19,636 22,160 11,237 

1975 51,537 27,359 20,863 23,139 13,293 

1970 40,954 26,206 20,645 22,628 18,366 

1965 28,131 25,669 20,461 20,162 24,067 

1960 18,388 23,465 17,703 16,682 29,311 

1955
（年）

13,660 13,787 29,891 13,118 

3,481 1 人 2 人 3人 4人 5人以上

1人割合 2人割合 3人割合 4人割合 5人以上割合

2005

0 20 40 60 80 100（％）

57.9 21.9 10.5 7.4 

2000 55.9 

1995 51.2 

1990 47.2 

1985 48.4 

2.3 

1980 47.6 

1975 37.8 

1970 31.8 

1965 23.7 

1960 17.4 

1955
（年）

17.7 

20.7 55.9 11.3 9.0 3.1 

21.9 57.9 10.5 7.4 2.3 

20.8 51.2 12.3 11.2 4.5 

20.5 47.2 13.0 13.4 5.9 

18.8 48.4 12.5 13.2 7.1 

17.7 47.6 12.8 14.5 7.3 

20.1 37.8 15.3 17.0 9.8 

20.3 31.8 16.0 17.6 14.3 

21.7 23.7 17.3 17.0 20.3 

22.2 17.4 16.8 15.8 27.8 

18.5 18.6 40.4 4.7 17.7 

図表 2-2　1 世帯当たり人員数別一般世帯数の推移（新宿区）

資料：国勢調査　注：不詳人口は含まれていません。
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　しかし、近年における単独世帯
の増加には、高度経済成長期と比
べて、いくつか異なる側面があり
ます。
　１つは、若者の動向です。これ
までのような、地方からの転入に
よる世帯数の単純な増加だけでは
なく、晩婚化による単身期間の長
期化や、若年層の所得上昇などに
よる家賃支払能力の上昇、女性の
高学歴化と職場進出に伴う単身居
住の増大などが、単独世帯の増加
に影響を及ぼしてきたと考えられ
ます。なお、現代においては、長
引く不景気による若者の所得機会
の不安定化に加え、未婚化や晩婚
化に伴って、成人年齢に達したの
ちも親元を離れずに暮らす若者の
増加もみられるなど、若者の世帯

形成行動は流動化しています。
　２つ目は、高齢者の動向です。
高齢化の進行に伴って、単独世帯
全体に占める高齢者の単独世帯割
合が大きくなっています。65 歳
以上の高齢単独世帯は、1985 年
には 5,827 世帯で、単独世帯総
数に占める割合は 7.9% でしたが、
2005 年には 17,237 世帯と約３倍
に増え、単独世帯総数に占める割
合も17.4%と約2倍に増加してい
ます。高齢化の進行とともに、今
後もこうした高齢単独世帯数とそ
の単独世帯総数に占める割合の増
加傾向は続くものと思われます。

　
　1955 年当時は単独世帯よりも
2 人～ 4 人世帯の数が圧倒的に多

く、その割合はそれぞれ 17.7%、
18.5%、18.6% を占めていたほか、
5 人以上の世帯の割合も 40.4% に
のぼっていました。2005 年にか
けては、2 人世帯の割合は約 18%
から約 22% とほぼ変わりません
が、3 人世帯は 18.5% から 10.5%
に、4 人世帯は 18.6% から 7.4%
にそれぞれ減少し、5 人以上世帯
に至っては 40.4% から 2.3% にま
で減少しています。このように、
近年における新宿区の世帯規模は
縮小する傾向にあります。しかし、
世帯人員数でみた場合、単独世帯
人員が 98,923 人であるのに対し、
2 人以上の複数で世帯を構成する
人は 200,083 人（7 人世帯以上も
含む）で、単独世帯人員の 2 倍以
上に達することがわかります。

新宿区の人口の
3 人に1 人が単身、
3 人に 2 人が複数人員の
世帯に暮らす

高齢単独世帯の増加が
著しい

図表 2-3　高齢単独世帯数の推移
　　　　（新宿区）

図表 2-4　世帯人員別の世帯数と世帯人員数　
　　　　（新宿区 2005 年）　

資料：国勢調査　注：不詳人口は含まれていません。 資料：国勢調査
注：不詳人口は含まれていません。また、「7 人世帯」以上については省略しています。

1985 （年）

（人） （％）

64歳以下単独世帯 高齢単独世帯 高齢単独世帯割合
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家族類型3

　世帯の家族類型は大きくわけて
「親族世帯」と「非親族世帯」、「単
独世帯」の 3 つになります。この
うち、親族世帯は「核家族世帯」
と「その他の親族世帯」に分類さ
れ、さらに「核家族世帯」は「夫
婦のみ」「夫婦と子供」「男親と子
供」「女親と子供」というように、
統計上細分化されて集計されてい
ます。図表 2-5 では便宜上、大多
数を占める「夫婦のみ」「夫婦と
子供」「ひとり親と子供」という
分類に「単独」を加え、その他の

世帯については「その他」として
まとめています。

　ここでいう「単独世帯」は上に
述べた 1 人世帯のことです。単
独世帯は上で述べた通り急増し
ています。また、「夫婦のみ世
帯」に関しては、総数をみると
1970 年から 2005 年現在までの間
に 16,515 世帯から 24,675 世帯に
増加しているものの、その構成割
合をみると若干増減しながらも総
じて 1.6% 増加したにすぎません。
顕著な減少をみせるのは「夫婦と

子供」の世帯割合で、1970 年に
33.8% であったのが 2005 年には
15.8% とおよそ半分までその割合
が減りました。一方、「ひとり親
と子供世帯は「男親と子供から成
る世帯」と「女親と子供から成る
世帯」を合わせたものですが、こ
の割合は 6% 前後で推移し、ほぼ
変化はありません。また、「その
他」世帯は 1970 年の 15.2% から
2005 年の 5.8% へと比率を下げて
いますが、ここには「3 世代世帯」
が含まれており、近年における 3
世代同居の減少も影響しているも
のと思われます。

世帯の家族類型

「夫婦と子供世帯」の減少

2005

0 30,000 60,000 90,000 120,000 150,000 180,000（人）

98,923 24,675 27,026 10,422 9,911 

2000 85,770 21,504 27,695 9,588 8,916 

1995 69,974 19,408 29,149 8,903 9,213 

1990 63,608 19,092 33,112 8,622 10,205 

1985 61,834 19,426 37,193 8,713 13,233 

1980 57,108 18,271 39,893 8,298 13,733 

1975 51,537 18,311 42,519 7,856 15,968 

1970 40,954 16,515 43,546 8,174 19,610 
（年）

単独 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子 その他

2005 57.9 14.4 15.8 6.1 5.8 

2000 55.9 14.0 18.0 6.2 5.8 

1995 51.2 14.2 21.3 6.5 6.7 

1990 47.2 14.2 24.6 6.4 7.6 

1985 44.0 

1980 41.6 13.3 29.1 6.0 10.0 

13.8 26.5 6.2 9.4 

1975 37.8 13.4 31.2 5.8 11.7 

1970 31.8 12.8 33.8 6.3 15.2 
（年）

単独割合 夫婦のみ割合 夫婦と子割合 ひとり親と子割合 その他割合

0 20 40 60 80 100（％）

図表 2-5　世帯の家族類型別一般世帯数の推移（新宿区）

資料：国勢調査　注：不詳人口は含まれていません。
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　図表 2-6 は、世帯の家族類型別
に人口割合をピラミッドとしてあ
らわし、新宿区と全国・東京都と
を比較したものです。単独世帯の
割合は、東京都も新宿区も全国に
比べて大きいものですが、特に新
宿区に特徴的にいえることは、全
国・東京都に比べて 20 代から 30
代前半の単身者が男女を通じて多
いことに加え、高齢女性単身者の
ボリュームも大きくなっているこ
とです。なお、「3 世代世帯」を
含む「その他」世帯の割合は、東
京都や新宿区では小さいですが、
全国でみると依然として一定の大
きい割合を占めていることがわか
ります。

若年男女と
高齢女性単身者の多さ

図表 2-6　比較でみる世帯の家族類型別人口割合
　　　　（全国・東京都・新宿区  2005 年）　　　　　
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資料：国勢調査　
注：不詳人口は含まれていません。
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　単身者の内訳について、単身者
率を用いてもう少し詳しく男女
別・年齢階級別にみたものが図表
2-7 になります。年齢階級別にみ
た単身者率とは、分母に当該年齢
の人口をおき、分子に当該年齢の
単身者をおいて百分率であらわし
たものです。例えば、男性の 20
代の単身者率は、男性の 20 代の
単身者数を、男性の 20 代の人口
数で除したものに 100 を乗じた
値です。ここでは 1985 年と 2005

年の男女別・年齢階級別の単身者
率について、新宿区と全国のデー
タを比べています。男女ともほぼ
全ての世代において、それぞれの
調査年で新宿区の単身者率が全国
のそれを上回っていることがわか
ります。さらに、2005 年と 1985
年とを比べると、新宿区におい
ては 20 歳未満男性を例外として、
おしなべて単身者の割合が増えて
いるということもわかります。特
に目立つのは、第一に、2005 年
の新宿区における 30 代以降の男
性単身者率が、1985 年に比べて
大きく高まっているということで
す。30 代においては 44.5% にの

ぼるほか、40 代でも 32.9%、50
代でも 30.9% となっています。第
二には、2005 年の新宿区におい
ては 80 歳以上女性の単身者率
が 40.0% にものぼることで、こ
れは 2005 年における全国の数値

（19.5%）と比べても倍を超える
ものです。また、2005 年の新宿
区における 80 歳以上男性の単身
率は 22.2% で、こちらも 2005 年
における全国の数値（10.9%）よ
りも高い数字となっています。こ
のように、新宿区では特に中年男
性と高齢者において、単身化が顕
著に進んでいます。

30 代以降男性と
80 歳以降女性の
単身者率の増加

図表 2-7　比較でみる年齢階級別単身者率（全国・新宿区  1985 年・2005 年）　

資料：国勢調査　
注：不詳人口は含まれていません。
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新宿区における少子化の現状3

新宿区における出生動向（日本人）1

　人口が増加も減少もしない均衡した状
態となるには、現在の日本では、合計特
殊出生率として 2.07 が必要とされてい
ます。この水準のことを、人口置換水準
といいます。別の言い方をすると、女性
が女の子を産んで、その女の子が母親と
同じ年齢になって、また子どもを産むと
きに、同じ数の人口を維持するために必
要となる出生率のことです、荒っぽい言
い方をすると、子どもを２人生んでいれ
ば、人口の増減はほぼ均衡するというこ
とですが、この人口置換水準である 2.07
を下回ると長期的に人口が減っていく方
向に動いていきます。
　新宿区の 2009 年の合計特殊出生率
は 0.93 ですが、ここでは簡単に１とし
て考えてみます。また人口置換水準も簡
単に２と考えます。そうすると、新宿区
では、置換水準に対して、今は５割のレ
ベルということになります（１÷２＝
0.5）。このことは、親世代に対して子世
代が５割になるということを意味してい
ます。その５割になった子どもが、また
20 ～ 30 年たって親になって、また５
割の子どもを産むと、0.5 × 0.5 で 0.25、
つまり 1/4 になってしまうことになり
ます。このことは、大体 50 ～ 60 年経
つと、新宿区の出生数は約 1/4 になる
ということを示しており、転入・転出な
どの社会増減を考慮しなければ、急速に
人口が減少するという状況を意味してい
ます。0.93 という新宿区の直近の合計
特殊出生率というのは、そういうレベル
にある値ということです。

《少子化とは何か》
少子化とは、「子どもが少なくなる」ことと、一般的には捉えられているかもしれません。しかし、人口学では、「少子化」とは、《親
世代よりも子世代が少なくなること》であり、合計特殊出生率が人口置換水準を下回る状態が続くこと、と定義することができます。

資料：厚生労働省「人口動態統計」、東京都「人口動態統計」

注� �合計特殊出生率とは、その年次の15～49歳までの女性
の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が、仮
にその年次の年齢別出生率で一生の間に子どもを産ん
だと仮定したときの子ども数に相当します。したがっ
て、実際に産んだ数ではありません。 

0.93（新宿区・2009）という
合計特殊出生率の持つ意味

　

　新宿区で生まれた子どもの数
は、第一次ベビーブームの終了し
た 1951 年は 4,957 人でした。そ
の後、増え続け、第二次ベビー
ブーム直前の 1969 年には 6,617
人となり、出生数の最高値を記録
しました。しかし、区の出生数は
その後減少が続き、1991 年には、
2,000 人を割り込みました。その
後は、1,800 人前後で推移しまし
たが、2002 年以降は微増傾向が
続いています。2009 年には 2,193
人が生まれ、およそ 20 年振りに
2,000 人を上回りました。
　また、新宿区の合計特殊出生

率注は、算出を始めた 1993 年は、
0.91 でしたが、以後は減少が続き、
2003 年と 2005 年には、0.79 と 0.8
を割り込みました。2006 年以降
は、0.8 を上回る数値で推移して
いましたが、2009 年の合計特殊
出生率は、0.93 に回復し、およ
そ15年振りに0.9を上回りました。
　しかし、新宿区の合計特殊出生
率は、図表 3-1 からわかるとおり、
全国あるいは東京都と比較しても、
相当低い水準にあります。23 区
の中では、江戸川区の 1.35（2009
年）がトップで、新宿区は下から
8 番目です。

全国・東京都と比較しても
低い合計特殊出生率

図表 3-1　合計特殊出生率の推移（全国・東京都・新宿区）
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　我が国の年間の出生数は、第 1 次ベビーブーム期には約 270 万人、第 2 次ベビーブーム期には約 200 万人
でしたが、1975 年に 200 万人を割り込み、それ以降、減少し続けました。1984 年には 150 万人を割り込み、
1991 年以降は増加と減少を繰り返しながら、緩やかな減少傾向となっています。
　なお、2009 年の出生数は、107 万 35 人と前年の 109 万 1,156 人より 21,121 人減少しています。
　次に、合計特殊出生率をみると、第１次ベビーブーム期には 4.3 を超えていましたが、1950 年以降急激に
低下しました。その後、第 2 次ベビーブーム期を含め、ほぼ 2.1 台で推移していましたが、1975 年に 2.0 を下
回ってから再び低下傾向となりました。1989 年にはそれまで最低であった 1966 年（丙午：ひのえうま）の
数値を下回る 1.57（「1.57 ショック」）を記録し、さらに、2005 年には過去最低である 1.26 まで落ち込みました。
　なお、2009年は、前年の1.37と同数字となり、2006年以降3年連続で上昇した合計特殊出生率の上昇にストッ
プがかかりました。この数値は、諸外国と比較しても低い水準にとどまっています。

　2009 年の合計特殊出生率が 1.37 であることから、近年
の夫婦は１人半も子どもを産まない、と理解されるかもし
れませんが、それは正しい解釈とはいえません。ある程度
婚姻期間が続いている夫婦は、図表 3-3 にあるように、最
近でも平均して 2.1 人～ 2.2 人を出産しています。出生率
が低下していることと、出産の実数とは異なるものです。
　こうした食い違いが起こるのは、合計特殊出生率とは、
15 歳から 49 歳までの日本女性全員について出生傾向を加
算した、いわば仮定の数値だからです。つまり、女性全員
の中には、現在結婚している有配偶女性だけではなく、無
配偶者が含まれています。1970 年に女性の有配偶率は、20
～ 24 歳 27.7%、25 ～ 29 歳 80.4%、30 ～ 34 歳 90.0% でし
たが、2005 年には 20 ～ 24 歳 10.4%、25 ～ 29 歳 38.2%、
30 ～ 34 歳 62.7% と著しく減少しています。これだけ出産
適齢期の有配偶率が減少すれば、日本では女性の婚外出産
は稀であるので、合計特殊出生率は下がることとなり、出
産の実数との食い違いが起こってくると考えられます。
　なお、図表 3-3 に示した「完結出生児数」とは、結婚か
ら15 年を経過すると追加出生がほとんどないことから、結

婚後15～19年たった夫婦の平均出生児数のことを指します。
　下の図表からは、戦後、夫婦の完結出生児数は大きく低
下しましたが、1972 年に 2.20 人となった後、およそ 30
年間にわたって同水準で安定していたことがわかります。
しかし、直近の 2005 年の調査では、2.09 人へと減少しま
した。2005 年の調査対象となった夫婦は、1980 年代後半
に結婚した人たちであり、この時期以降の夫婦の出生行動
において、減少が生じたものです。

1.5 を下回る合計特殊出生率が継続
資料：厚生労働省「人口動態統計」

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査 ( 各年）」

図表 3-2　全国の出生数と合計特殊出生率の推移

図表 3-3　完結出生児数の推移・全国
　　　　（結婚持続期間 15 ～ 19 年の夫婦）
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新宿区における未婚化・非婚化の進行2

　未婚率は、一度も結婚の経験が
ない人の割合です。未婚率は、少
子化の要因としても近年、その上
昇が注目されています。なぜなら、
日本においては、子どもは男女が
結婚してから生まれる場合が大半
で、結婚しないということが子ど
もの出生数に大きく影響している
からです。

　図表 3-4と3-5は、新宿区と全国
における年齢別の未婚率の推移を、
男女別に、20 歳代後半、30 歳代
前半、30 歳代後半について、1950
年から2005 年までみたものです。
　図表からは、男性、女性ともこ
の 50 年間で未婚率が相当上昇し
ており、未婚化が進行しているこ
とが分かります。
　2005 年の新宿区における未婚
率は、男性 20 歳代後半はほぼ 9
割に達し、30 歳代前半では 7 割

に近づき、女性の 20 歳代後半は
約 8 割となっています。この数値
は、同年代の全国平均値を大きく
上回っています。23 区の中でみ
た場合、2005 年の男性全体の未
婚率は中野区が49.2%と最も高く、
新宿区は44.4%と2番目に高い順
となっています。女性全体の未婚
率も、中野区が 39.3% と最も高く、
新宿区は38.1%と2番目となって
おり、新宿区では男女とも 23 区
の中でも未婚化が著しく進行して
いることが分かります。また、こ
うした未婚率の高さが、もうひと
つの新宿区の特徴である単独世帯
率の高さにもつながっていると考
えられています。
　新宿区における男性の未婚率
は、1970 年代前半までは、横ば
いから微増程度と比較的落ち着い
た動きを示していたといえますが、
1970 年代後半からは、特に 30
歳代前半と 30 歳代後半の未婚率
が急上昇し始めました。1950 年
と 2005 年の未婚率を比較すると、
20 歳代後半は、1950 年の 57.0%
から 88.2% と約 1.5 倍に上昇し、
30 歳代前半は、17.5% から 68.8%
と約４倍に、また 30 歳代後半は、
6.1% から 36.3% と約 6 倍に上昇
しており、この 50 年間で、男性
の未婚率は大きく上昇しています。
　また女性の未婚率は、各年代と
も1970 年代前半までの間に 10 ポ
イント以上上昇しましたが、1970
年代後半からは、特に 20 歳代後
半と 30 歳代前半の未婚率が急上
昇し始めました。1950 年と 2005
年の未婚率を比較すると、20 歳

男女とも全国に比して
高い未婚率

図表 3-4　男性の年齢別未婚率の推移（全国・新宿区）

図表 3-5　女性の年齢別未婚率の推移（全国・新宿区）

図表 3-6　生涯未婚率の推移（男女別・全国・新宿区）

資料：国勢調査
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代後半は、1950 年の 26.9% から
80.5% と約 3.5 倍に上昇し、30 歳
代前半は、11.2% から 56.5%と約 5
倍に、また 30 歳代後半は、6.9%
から 30.7% と約 4.5 倍に上昇して
おり、やはりこの 50 年間で、女性
の未婚率も大きく上昇しています。

　図表 3-6 は、新宿区と全国にお
ける生涯未婚率注の推移を、男女
別に、1960 年から 2005 年までみ
たものです。

　新宿区における婚姻件数は、戦
後急増し、1960 年から 1966 年に
かけて、年間 5,000 組を超えました。
その後は、低下傾向となり、1992
年には、2,000 組を割りましたが、
1998 年からは微増が続き、2000
年には 2,000 組台を回復し、2009
年の婚姻件数は、2,679 組でした。
　また、婚姻率注（人口 1,000 人
当りの婚姻件数）も 1975 年まで
は概ね 10.0‰以上でしたが、その
後は低下傾向となり、1992 年に
は、６‰台に落ち込みました。し

　図表からは、男性、女性ともこ
の 45 年間で生涯未婚率が相当上
昇しており、未婚化が進行してい
ることが分かります。特に男性で
はその傾向が顕著です。
　新宿区における未婚率は、男女
とも上昇傾向にあり、45 年前と
比較すると、男性は 2.0%（1960
年）から 23.9%（2005 年）、女性
は4.8%（1960年）から18.5%（2005
年）へ上昇しています。この間の
上昇倍率は、男性は新宿区も全国
平均も約 12 倍、女性は約 4 倍と
同倍率ですが、2005 年時点の生

涯未婚率について新宿区と全国の
数値を比較すると、男性では約 1.5
倍、女性では約2.5倍の数値となっ
ており、新宿区では未婚化が著し
く進行していることが分かります。
今後は、結婚年齢が高くなる晩婚
化や生涯結婚しない非婚化の増加
により、生涯未婚率がさらに高く
なることが予想されています。

かし、2002 年以降は微増傾向が
続き、2008 年には９‰台を回復
し、2009 年の婚姻率は、9.5‰で
した。なお、新宿区における婚姻
率は、この 50 年間常に全国平均
を上回っています。2009 年の全
国平均婚姻率は 5.6‰であり、こ
の時点で比較すると、新宿区の婚
姻率は 3.9 ポイント高く、全国の
約 1.7 倍あります。
　このことは、先述した未婚率の
高さと矛盾するようにみえるかも
しれませんが、全ての年齢層を含
めた人口千人あたりで比較すると、
図表 1-8（13 頁）で示したとおり、

20 歳代、30 歳代が比較的多い新
宿区では、婚姻件数も多いという
ことです。

男性に顕著な
生涯未婚率の上昇

全国に比して高い婚姻率

注 �生涯未婚率とは、「45～49歳」と「50～54歳」未婚率
の平均値から、「50歳時」の未婚率（結婚したことが
ない人の割合）を算出したものです。生涯を通して未婚
である人の割合を示すものではありません。「50歳」
としているのは、仮にその後結婚しても、それが出生行
動に結びつく可能性が低いと考えられるからです。また
50歳で未婚の人は、将来的にも結婚する予定がないと
考えることもできることから、生涯独身でいる人がどの
くらいいるかを示す統計指標として使われます。

注 �婚姻率は「普通婚姻率」とも呼ばれ，人口全体に対する
結婚の発生頻度を表す指標です。率は，人口動態統計か
ら得られる年間の婚姻総数（Ｍ）を分子に，また該当年
次の人口総数（Ｎ）を分母にして、次の式によって計算
されます。婚姻率＝（Ｍ／Ｎ）×1,000、つまり、婚姻
率とは、通常，人口1,000人当りの婚姻件数として表さ
れます。したがって、実際に婚姻している値ではなく、
1,000人という一定人口に対しての婚姻した割合を示す
ものであるとともに、人口の年齢構造の影響を受けるも
のであることに注意する必要があります。なお，上記婚
姻関係の数値は日本人を対象としたものです。また、Ｎ
は通常、該当年次の10月１日の数値を使用しますが、直
接的に把握できない場合は、当該年の１月１日の住民登
録人口と翌年１月１日の同人口との按分により10月１日
の人口を推計し、それを基に婚姻率を算出しています。
　なお、23区を含む東京都の婚姻率については、東京
都福祉保健局が「人口動態統計年報」で算出していま
すが、計算式の分母は外国人も含む総人口を用いてい
ます。このため、日本人だけを分母として求めた本レ
ポートの数値とは異なっています。新宿区の婚姻率を
他の区などと比較する際は、東京都福祉保健局の数値
を用いるものとします。

図表 3-7　新宿区における婚姻件数と婚姻率（全国・新宿区）の推移

資料：東京都「人口動態統計」、厚生労働省「人口動態統計」
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晩婚化と晩産化の進行3

　少子化の要因としては、「2」（24
～25頁）で示した「未婚化・非婚化」
の進行と併せて、「晩婚化と晩産
化の進行」が着目されています。
　 ただ、国の「人口動態統計」
等にはそれらを示す市町村レベル
でのデータ蓄積がありません。こ
のため、新宿区における「晩婚化
と晩産化の進行」については、全
国と東京都にかかる次の図表を示
すことにより、間接的な形で新宿
区においても同様な傾向があるこ
とを示すものとします。

　全国の日本人の平均初婚年齢は、
2009 年で、夫が 30.4 歳（対前年
比 0.2 歳上昇）、妻が 28.6 歳（対
前年比 0.1 歳上昇）と上昇傾向を
続けています。東京都の平均初婚
年齢も同傾向で、夫・妻とも全国
平均より高い水準で推移しており、
2009 年で、夫が 31.6 歳（対全国
比 1.2 歳高）、妻が 29.7 歳（対全
国比 1.2 歳高）です。初婚年齢が
上昇することは、「晩婚化」と呼
ばれており、晩婚化が進行してい

ることが分かります。
　晩婚化の傾向は、近年、さらに
速度が速まっています。全国の夫
の平均初婚年齢をみると、1982 年
には 28.0 歳であったのが、2001 年
には 29.0 歳と、1.0 歳上昇するの
に19 年かかったのに対して、2006
年に 30.0 歳になるまでには 5 年間
しかかからず、晩婚化の速度が速
くなっていることが分かります。
　また結婚が遅いと、子どもを２
人産みたいと思っても、実際には
そこに到達しないという側面も指
摘されています。

上昇傾向にある初婚年齢
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図表 3-8　夫・妻別平均初婚年齢の推移（全国・東京都）　

図表 3-9　平均初婚年齢と母の平均出生時年齢の推移（全国）

資料：厚生労働省「人口動態統計」
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　第 1 子の出生に関して、母の年
齢階級別に構成割合を 1970 年と
2009 年とで比較すると、20 ～ 24
歳 で 45.6%（1970） か ら 15.5%

（2009）へ、25 ～ 29 歳で 43.3%
（1970）から 34.4%（2009）へと
大きく減少しています。その一
方で、30 ～ 34 歳で 7.0%（1970）
から 31.9%（2009）へと増加し
ています。この結果、1970 年に
は第１子を産んだ母親は約 9 割

が 20 歳代であったのが、2009
年では約 5 割が 20 歳代となり、
１割に満たなかった 30 歳代は、
45.5% と約 5 割に急増しています。
このように、晩婚化と併せて、晩
産化の傾向が顕著となっています。

　図表 3-11 は、母の年齢別出生
数について、1950 年と 2009 年と
を比較したものです。2009 年の
山は 1950 年と比較すると、大き
く右にずれ、その面積も相当縮小
しています。このことから、この
60 年間で晩産化が著しく進行し、
出生数も大きく減少していること
が分かります。

晩婚化と併せて
晩産化の傾向も顕著

図表 3-10　母親の年齢階級別からみた第１子の出生数割合の推移（全国）

図表 3-11　母の年齢別出生数（全国・1950 年と 2009 年の比較）

資料：厚生労働省「人口動態統計」

資料：厚生労働省「人口動態統計」
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